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1.  平成25年6月期第3四半期の業績（平成24年7月1日～平成25年3月31日）

(2) 財政状態

(1) 経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年6月期第3四半期 2,801 △7.5 △1,462 ― △1,471 ― △1,025 ―
24年6月期第3四半期 3,028 34.2 △1,312 ― △1,325 ― △904 ―

1株当たり四半期純利益 潜在株式調整後1株当たり四半期
純利益

円 銭 円 銭

25年6月期第3四半期 △133.94 ―
24年6月期第3四半期 △118.04 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

25年6月期第3四半期 11,463 2,692 23.5
24年6月期 7,927 3,676 46.4
（参考） 自己資本 25年6月期第3四半期 2,692百万円 24年6月期 3,676百万円

2.  配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

24年6月期 ― ― ― 6.00 6.00
25年6月期 ― ― ―
25年6月期（予想） 6.00 6.00

3. 平成25年 6月期の業績予想（平成24年 7月 1日～平成25年 6月30日）
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 12,300 18.5 450 45.2 420 43.8 140 324.2 18.28



(1) 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（注）第1四半期会計期間より減価償却方法の変更を行っており、「会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場合」に該当しており
ます。詳細は、添付資料３ページ「２. サマリー情報（注記事項）に関する事項（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。

(3) 発行済株式数（普通株式）

※  注記事項

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 有
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年6月期3Q 7,660,000 株 24年6月期 7,660,000 株
② 期末自己株式数 25年6月期3Q 1,592 株 24年6月期 1,592 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 25年6月期3Q 7,658,408 株 24年6月期3Q 7,658,468 株

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であります。なお、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引

法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
１．平成24年８月９日に公表いたしました通期業績予想を修正しております。詳細につきましては、本日別途公表いたしました「固定資産の減損損失の計上及び
業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。
２．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実
際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、添付資料３ページ「業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。
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（１）経営成績に関する定性的情報

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、デフレ脱却のための金融緩和や大型予算による財政出動を公約と

した自民党の政権復帰、日銀による金融緩和の実施や公共事業投資を中心とした景気刺激策による景気回復への期

待が高まりつつあり、円安・株高へ市場環境が転換しております。一方、当社が属する建設コンサルタント業界

は、新政権により大規模災害のリスク低減に向けた国土強靭化の計画が打ち出され、被災地域の復興事業によるイ

ンフラ整備とともに、首都直下地震、南海トラフ巨大地震に対する防災対策事業や再生可能エネルギーを活用した

減災まちづくり事業等の国土の防災、持続可能な社会づくりが求められております。

当社は、このような市場環境を踏まえ、橋梁や道路といった既存のコア事業分野における計画・設計業務の基盤

強化を図るとともに、集中豪雨による斜面崩壊や河川氾濫、プラントや生産設備の耐震診断といったリスクマネジ

メント業務に従事してまいりました。また、東日本大震災直後より設置した震災復興支援室の機能を更に強化し、

新たな技術や手法への対応を効果的に行うため、７月より復興・防災推進部を設置し受注を強化してまいりまし

た。

以上のような事業経過のもと、当第３四半期累計期間における業績は、受注高は95億１千７百万円（前年同四半

期比116.0％）となりました。売上高は28億１百万円（同92.5％）、営業損失は14億６千２百万円（前年同四半期

13億１千２百万円）、経常損失は14億７千１百万円（同13億２千５百万円）、四半期純損失は10億２千５百万円

（同９億４百万円）となりました。

なお、当社は官公庁取引が大半を占める事業の性質上、売上高が第４四半期会計期間に集中する傾向にあり、第

３四半期会計期間までは営業費用の占める割合が著しく高くなる傾向にあります。そのため、営業利益、経常利

益、四半期純利益ともに損失計上となっております。

部門別の状況を示すと次のとおりであります。なお、当社は単一の報告セグメントであるため、セグメントごと

の記載はしておりません。また、第１四半期会計期間より部門別の区分を変更し、前事業年度まで表記しておりま

した〔道路・橋梁〕〔広域整備・調査〕〔施工管理〕を、当社の事業部門の体制を基本とした〔構造保全〕〔社会

創造〕〔防災〕〔海外・施工管理〕へ変更しております。前年同四半期比較にあたっては前年同四半期分を変更後

の区分に組み替えて表示しております。

〔構造保全部門〕

当部門の事業内容は、橋梁や地下構造物等を中心とした新設構造物の設計及び既存構造物の点検、補修・補強、

修繕計画等の保全関連業務を行っております。

当部門の受注高は55億６千６百万円（前年同四半期比123.6％）、売上高は11億６千４百万円（同74.8％）とな

りました。主な受注業務として、北勢国道事務所管内における４７５号東海環状いなべ地区橋梁詳細設計業務、近

畿技術事務所管内における北東部地区橋梁点検業務、三陸国道事務所管内における野田南地区橋梁詳細設計業務が

あげられます。

〔社会創造部門〕

当部門の事業内容は、道路計画・設計、交通計画、都市及び地方計画、環境調査・計画等に関する業務を行って

おります。

当部門の受注高は23億８千７百万円（前年同四半期比109.6％）、売上高は６億８千６百万円（同108.2％）とな

りました。主な受注業務として、宮城県女川町における離半島部復興マスタープラン検討業務及び復興整備基本設

計業務、宮城県石巻市における総合運動公園実施設計業務があげられます。

１．当四半期決算に関する定性的情報
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〔防災部門〕

当部門の事業内容は、河川・砂防計画、地質調査、探査、港湾等の調査・計画・設計に関する業務を行っており

ます。

当部門の受注高は13億４千万円（前年同四半期比160.8％）、売上高は４億１千３百万円（同111.2％）となりま

した。主な受注業務として、渡良瀬川河川事務所管内における土石流危険渓流対策検討業務、愛媛県における海岸

施設等津波対策検討業務があげられます。

〔海外・施工管理部門〕

当部門の事業内容は、国外における道路及び橋梁建設プロジェクトの調査・計画・設計業務ならびに国内外にお

ける工事の実施に関する施工監理業務等を行っております。

当部門の受注高は２億２千３百万円（前年同四半期比32.4％）、売上高は５億３千６百万円（同115.2％）とな

りました。主な受注業務として、国際協力機構（ＪＩＣＡ）よりフィリピン国環状３号線建設事業準備調査、福島

県金山町における地域活性化施設改修工事監理業務があげられます。

（２）財政状態に関する定性的情報

当第３四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末と比べて35億３千６百万円増加し、114億６千３百

万円となりました。主な変動は、たな卸資産の増加40億８千４百万円、繰延税金資産の増加５億５千９百万円、運

転資金ならびに法人税等の支払による現金及び預金の減少12億１千１百万円によるものであります。

負債合計は、前事業年度末と比べて45億１千９百万円増加し、87億７千万円となりました。主な変動は、未成業

務受入金の増加26億１百万円、短期借入金の増加19億５千万円、業務未払金の増加３億７千１百万円によるもので

あります。

純資産合計は、前事業年度末と比べて９億８千３百万円減少し、26億９千２百万円となりました。主な変動は、

剰余金の配当４千５百万円、四半期純損失10億２千５百万円を計上したことにより利益剰余金が減少したことによ

るものであります。

（３）業績予想に関する定性的情報

今後の見通しにつきましては、東日本大震災の復興事業、首都直下地震、南海トラフ巨大地震に備えた防災対策

事業や津波対策事業、河川や港湾を含めた公共インフラの耐震対策、急傾斜地の地すべり対策といった全国防災対

策事業が今後も増加していくものと予測されます。当社は復興事業、全国防災対策事業の受注を継続して強化する

とともに、「品質の確保」「労務環境の改善」「利益の確保」に向けた全社的な取り組みを進め、業績の向上に努

めてまいります。

なお、第３四半期累計期間における業績の進捗状況や今後の市場環境を勘案し、平成24年８月９日に公表いたし

ました平成25年６月期の通期業績予想を修正いたしました。

詳細につきましては、本日別途公表いたしました「固定資産の減損損失の計上及び業績予想の修正に関するお知

らせ」をご覧ください。

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年７月１日以後に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる当第３四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項
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３．四半期財務諸表
（１）四半期貸借対照表

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年６月30日)

当第３四半期会計期間
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,379,913 168,668

完成業務未収入金 583,899 564,024

たな卸資産 1,097,447 5,182,160

繰延税金資産 88,395 633,656

その他 73,538 291,819

貸倒引当金 △1,167 △1,128

流動資産合計 3,222,026 6,839,202

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 636,578 571,652

土地 3,096,844 3,059,808

その他（純額） 82,237 94,266

有形固定資産合計 3,815,660 3,725,728

無形固定資産 81,478 89,138

投資その他の資産

投資有価証券 204,495 305,183

繰延税金資産 284,016 298,448

その他 353,248 246,630

貸倒引当金 △33,677 △40,977

投資その他の資産合計 808,083 809,285

固定資産合計 4,705,222 4,624,152

資産合計 7,927,249 11,463,355
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（単位：千円）

前事業年度
(平成24年６月30日)

当第３四半期会計期間
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

業務未払金 426,220 797,717

短期借入金 － 1,950,000

1年内返済予定の長期借入金 100,000 662,500

未払法人税等 99,055 19,793

未成業務受入金 894,661 3,496,026

賞与引当金 － 116,274

受注損失引当金 19,100 57,200

その他 1,224,698 757,399

流動負債合計 2,763,735 7,856,910

固定負債

長期借入金 600,000 －

退職給付引当金 795,286 827,787

資産除去債務 42,027 40,634

その他 50,112 45,622

固定負債合計 1,487,426 914,044

負債合計 4,251,162 8,770,955

純資産の部

株主資本

資本金 1,399,000 1,399,000

資本剰余金 1,518,460 1,518,460

利益剰余金 764,560 △307,192

自己株式 △454 △454

株主資本合計 3,681,566 2,609,813

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △5,479 82,586

評価・換算差額等合計 △5,479 82,586

純資産合計 3,676,087 2,692,399

負債純資産合計 7,927,249 11,463,355
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（２）四半期損益計算書
（第３四半期累計期間）

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自 平成23年７月１日
至 平成24年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成24年７月１日
至 平成25年３月31日)

売上高 3,028,811 2,801,147

売上原価 2,477,086 2,353,631

売上総利益 551,724 447,516

販売費及び一般管理費 1,864,194 1,909,926

営業損失（△） △1,312,469 △1,462,409

営業外収益

受取事務手数料 3,565 3,437

受取賃貸料 2,030 2,364

為替差益 － 4,345

その他 9,563 5,354

営業外収益合計 15,159 15,502

営業外費用

支払利息 27,373 23,846

為替差損 473 －

その他 809 1,186

営業外費用合計 28,656 25,033

経常損失（△） △1,325,966 △1,471,941

特別損失

減損損失 － 79,162

投資有価証券評価損 29,381 －

特別退職金 13,588 －

特別損失合計 42,970 79,162

税引前四半期純損失（△） △1,368,936 △1,551,103

法人税、住民税及び事業税 40,780 46,113

法人税等調整額 △505,676 △571,414

法人税等合計 △464,895 △525,301

四半期純損失（△） △904,040 △1,025,802
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該当事項はありません。

該当事項はありません。

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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